
 

 

博物館資料特別利用料徴収に関するフローチャート 

 
                              

 

 

 

 

 

 

営利を目的とする 

特別利用 

非営利の特別利用 

営利団体 

（株式会社、有限会社等） 

 

公共法人 

(国、地方自治体、国立大

学法人、NHK等) 

非営利法人・団体 

（個人、任意団体含む） 

 

特別利用の申請 

(条例 第 15 条 規則 第 2 条) 

特別利用料の減免 

(条例 第 18 条) 

(規則 第 4 条) 

特別利用料の納入 

（条例 第 16・17 条） 

（規則 第 3 条） 

【特に必要と認める者】 

・学術上の調査研究に用いる者 

・博物館の広報普及に効果の認められる者 

・その他必要と認める者 等 

収入を伴う事業 

(営利事業に準じる) 

収入を伴わない

事業 

 


